
2

1

2

3

4

5

6

生産性向上特別措置法の施行により、設備投資を通じて労働生産性の向上を図る「先端設備等導
入計画」の認定を受けた中小企業・小規模事業者等は固定資産税の特例措置等を受けることができ
るようになりました。本号では、生産設備等導入計画の概要等についてご紹介します。

〈概　要〉
この制度は「先端設備等導入計画」の認定を市町村から受けて固定資産税が3年間（ゼロ〜 1／2の
間で市町村が定める割合）減額されるというものです。
「先端設備導入計画」は、生産性向上特別措置法（平成30年5月23日交付）において措置されている
もので、中小企業・小規模事業者等が設備投資を通じて労働生産性の向上を図るための計画です。

○先端設備導入計画のスキーム

〈先端設備等導入計画の主な要件〉
先端設備導入計画は、下記のような①計画期間内に、②労働生産性を一定程度向上させるため、③
先端設備等を導入するものである必要があります。また、申請から設備取得までの流れについては
右下のフロー図をご参考ください。

○先端設備等導入計画の主な要件　　　　　　　　　　　　○先端設備導入までのフロー図

主な要件 内容

計画期間 計画認定から3年間〜 5年間

労働
生産性

計画期間において、基準年度＊比で労働生産性
が年平均3％以上向上すること
＊直近の事業年度末
○算定式

（営業利益＋人件費＋減価償却費）
労働投入量

（労働者数又は労働者数×1人当たり年間就業時間）

先端設備
等の種類

労働生産性の向上に必要な生産、販売活動等
の用に直接供される下記設備
【減価償却資産の種類】
　機械装置、測定工具及び検査工具、器具備
品、建物附属設備、ソフトウエア

計画内容

○�導入促進指針及び導入促進基本計画※に適
合するものであること
○�先端設備等の導入が円滑かつ確実に実施さ
れると見込まれるものであること
○�認定経営革新等支援機関（商工会議所、商工
会等）において事前確認を行った計画であ
ること

※市町村によって、対象設備及び地域等が異なる場合あり

生産性向上特別措置法が施行
� 〜固定資産税軽減の特例措置〜

経済産業大臣
（導入促進指針の策定）

申請事業者
（中小企業等）

市区町村
（導入促進基本計画の策定）

設備投資等導入計画 経営革新等支援機関

同意協議

認定申請

【支援措置】
☞ 生産性を高めるための設備を取得した場合、固定
　 資産税の軽減措置（3年間、ゼロ～1／2の間で市町 
　 村の定める割合に軽減）により税制面から支援
☞ 計画に基づく事業に必要な資金繰りを支援
　 （信用保証）
☞ 認定事業者に対する一部補助金における優先採択
　 （審査時の加点）

事前確認
（必須）

例　・商工会議所・商工会・中央会
　　・地域金融機関
　　・士業等の専門家　　　　　　等

経営革新等
支援機関

市区町村

中小事業者等

①事前
確認依頼

③計画
申請

④計画
認定

②事前
確認書発行

⑤設備取得

先端設備等
導入計画
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6月27日（水）、秋田市の秋田キャッスルホテ
ルにおいて平成30年度第3回理事会を開催し
ました。
開会に先立ち、藤澤会長は「来年10月に控え

る消費税10％増税に伴う駆け込み需要への対
応と増税後の個人消費の低迷による経済の低
迷が懸念され、我々中小企業の経営は予断を許
さない状況にある。こうした中、中央会では会員�

組合・組合員企業のための事業を展開していき
たいことから、役員の皆さんから忌憚のないご
意見を頂戴したい」と挨拶しました。
議案の審議では、①会員の加入及び脱退、②
諸規定の一部変更について承認された後、第70
回中小企業団体全国大会への要望事項や平成
30年度本会実施事業等について報告が行われ、
全議案とも満場一致で承認されました。

平成30年度第3回理事会を開催

【主な支援措置】
①税制支援
先端設備等導入計画の認定を受けた中小企業のうち、以下の要件を満たした場合、地方税におい
て固定資産税の課税標準を軽減する特例を受けることができます。

対　象　者 資本金額1億円以下の中小企業者（法人、個人事業主）

対 象 設 備

生産性向上に資する指標が旧モデル比で年平均1％以上向上する下記の設備
［減価償却資産の種類（最低取得価格／販売開始時期）］
  ◆機械装置（160万円以上／10年以内）
  ◆測定工具及び検査工具（30万円以上／5年以内）
  ◆器具備品（30万円以上／6年以内）
  ◆建物付属設備（※1）（60万円以上／14年以内）

その他要件 生産、販売活動等の用に直接供されるものであること／中古資産でないこと

特 例 措 置 固定資産税の課税標準を3年間ゼロ〜 1／2（※2）に軽減

� （※1）家屋と一体となって効用を果たすものは除く　　（※2）市町村の条例で定める割合

【問い合わせ先】
  所在する市町村（「導入促進基本計画」の同意を受けた市町村に限る）
  　※同意を受けている市町村のリストは中小企業庁のHPで公表を予定しています。

②金融支援
中小企業者は、「先端設備等導入計画」の実行にあたり、民間金融機関から融資を受ける際、信用保
証協会による信用保証のうち、普通保険等とは別枠での追加保証が受けられます。保証限度額は下
記参照。

通常枠 別枠（通常枠に追加）

普  通  保  険 2億円（組合4億円） 2億円（組合4億円）

無 担 保 保 険 8,000万円 8,000万円

特別小口保険 2,000万円 2,000万円

【問い合わせ先】
　秋田県信用保証協会　☎018-863-9011

［意見交換が行われた第3回理事会］




